


開発概要

テーマ 内容 目標 理由・新規性

1.ケーブル防
護管取付等
の工法開発

① ケーブル防護工法

a.防護管工法の開発 (住友)

防護管選定､取付工法検証 ▲20%
(FS比)

・露岩部防護の工期/ｺｽﾄ削減
・大規模自動ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞ/組付け

b.大水深砕石投入装置開発 (古河)

砕石投入装置試作評価
・大水深での洋上接続部防護他
・海流等の影響下での設置精度

② 長距離ｹｰﾌﾞﾙ監視技術 (住友)

光ﾌｧｲﾊﾞOTDR他伸長技術開発
200km

・国内多端子で約400km想定
・従来の100km程度から倍増

③ 海洋技術検証 (住友/古河)

実海域での敷設/防護/ｼｽﾃﾑ検証
－

・工法開発の技術検証/課題抽出
・実工事に向けた課題抽出/対応

2.ケーブル敷
設船等の基
盤技術開発

① 敷設船 (日本郵船(住友))

22年度概念設計⇒最適化設計 設計
完了

・日本固有の海象(稼働率)/防護
管積載/工場接岸条件で最適化

② 接続船/埋設船 (商船三井(古河))

仕様検討､概念設計､調達計画
・‘30年度運開に向けた工程短縮
・各作業工程の機能分解/最適化

３. 共通基盤
  技術調査
  等

① 試験方法検討 (古河/住友)

工場試験､現地試験､他
条件
確立

・工場試験/現地試験方法の明確
化と研究開発仕様への反映

② 海外調査/事務局業務 (住友)
仕様
反映

・工法/船､試験条件の調査と研
究開発計画への反映

■背 景 ： カーボンニュートラル、再エネ拡大、広域系統整備計画(ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ)
■NEDO計画： ① 岩盤域ケーブル防護の低コスト化(工期20%低減)

 ② 日本固有の条件に適合した新型ケーブル敷設船等の基本設計
■意 義  ： コスト低減、早期完工(早期着工/工期短縮)、All-Japan施工サプライチェーン確立

2-2-





１．防護管工法の開発

１－１．防護管性能評価試験
◼ 目的：既存防護管について、実海域（55%、440/800km非埋設）※での外傷を想定し、陸上でケー

ブル防護性能を評価。

◼ 開発目標：相対評価により実工事に適用する防護管候補を選定、嵌合改良。

◼ 実施内容と成果
検証：国内外で使用実績のある7種類の防護管（鋳鉄/樹脂製）を用いて外傷試験を実施し防護効果

の相対評価を実施。（耐錨衝撃、懸錨強度、嵌合部強度、摩耗強度、漁具外傷）

結果：大型アンカー(1ton以上)に対する防護効果は無いが、鋳鉄管・PU管は漁船アンカー(100kg未満)
や漁具に対しては一定の防護効果があることを確認。（PP、EPDMは強度・耐摩耗不足のため不採用）

衝撃試験 懸錨試験 勘合部強度試験 摩耗試験 漁具外傷試験

※開発当初：440/800km(55%)が岩盤で防護管取付を想定
 現在計画：  30/750km( 4%)が摩耗防護＋交差部
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防護管高速取付実機検証

１－３．防護管船上取付工法検証

◼ 目的
大水深、長距離ルートにおける、敷設船上で敷設と同時に防護管を取付ける工法開発
（大水深のため従来の布設後にダイバー取付が困難）。

◼ 開発目標
従来の防護管船上取付工法に対し、コスト・工期の20%以上低減（目標速度10m/分）

◼ 実施内容と成果
検証1：事前検討した５種類の樹脂製防護管について1/5ミニモデル検証を実施し3種類へ絞込み。
検証2：選定した3種類の樹脂製防護管で陸上実機検証を実施。
結果 ：施工上の課題や改善の必要はあるが、従来工法(速度3m/分)に対し、通常のケーブル敷設

 （防護管無し）に近い、速度10m/分を達成。（目標20%UPを大幅達成）
課題 ：長距離での取付安定性を検討・検証

1/5ミニモデル検証
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■船舶検出試験

複合したファイバを使い電力ケーブルに沿って
海上を航行する船舶の水中振動を検知 

２－２．海洋技術検証での検出評価試験

光ケーブルを複合した試作海底ケーブルを用いて、事故点と船舶の標定模擬検証を実施

■事故点位置評定模擬試験

試作海底ケーブル先端(260km)に40Kgの重り
を落下させ衝撃を検知し位置精度を評価 

✓ 検知位置：262.971kmの位置の差異は69m
(線路260kmの約0.03%)。

✓ 従来の電気法(マーレループ法)の約1%以下
と比較して高精度。

海底ルート上を航行した小型船の軌跡を、
262km地点で検知、船舶の移動速度とも
一致。船舶の振動を検知検知可能。
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４．評価

テーマ／目標 成果
目標
達成度

今後の課題

防護
管工法

防護管評価/
改良

･防護管評価、嵌合方法改良

◎

･実線路での適用
  選定

高速取付工法
【工期▲20%】

･船上高速取付艤装の目処
･通常部と同等の敷設線速目処

長距離
監視

測長距離延伸
【200km以上】

･300km監視で北海道～秋田
対応可能 ◎

ｰ

統合情報ｼｽﾃﾑ
開発

･海底ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ拡張
○

･監視復旧体制の
  構築･AIS船舶監視

海洋
技術
検証

ｹｰﾌﾞﾙ敷設検証
【敷設制度向上】

･実線路での位置高精度/高信頼
 敷設の目処付け ○

･敷設船艤装への
  組込

■いずれの開発項目も開発目標を達成、社会実装への目処を得た。

■今後は実案件への適用を進めるとともに「保守・運用も見据えた長距離海底送電ケーブル

の施工・管理に係る統合的基盤技術検討」を通じて保守・運用に向けた開発を進める。
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大水深砕石投入装置開発
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大水深砕石投入装置開発

長距離直流海底線や洋上風力分野では、洋上でのケーブル接続が不可欠である一方、
接続部は大型かつ埋設が困難な場合が多く、専用の防護工法の開発が求められている。
特に接続部周辺ではケーブルがΩ型に敷設されることもあり、懸錨時には接続部や周囲
ケーブルの移動による事故リスクが懸念される。このため埋設できない場合は砕石によ
る防護が必要であるが、大水深（約300m）での実績がないことから、対応可能な砕石
投入工法の開発を国内海洋土木会社と進めた。

開発の背景

図．ケーブル接続部Ω型線形イメージ図
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大水深砕石投入装置開発

砕石投入工法の検討（1/10模型実験）

海中での砕石防護における最適な投入方法を検討するため、1/10模型を用い
た水中実験を実施し、接続部モデルへの砕石投入後の出来形をレーダー測定に
より評価した。

図．1/10模型実験および出来形
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大水深砕石投入装置開発

砕石投入工法の検討（1/10模型実験）

投入回数,1投入当たりの分割数，投入箇所同士の離隔，潮流による装置傾き，
投入位置、各ケースのレーダー測定結果から下図のようなモデルを作成した。
ケースごとの比較を行った結果、以下が判明した。

⚫ 1投入あたり同じ位置で
 3分割での投入が必要

⚫   各投入位置はラップ
 (離隔マイナス)が必要

⚫ 投入回数4回(各3段階)、
ラップありが最適

図．1/10模型実験測定出来形モデル（４回投入ラップ5cm）
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【LED】
・高光量（71,800lm×2灯）
・照度（約50lx以上）を確保し水中視認性を向上

【水中カメラ】
・ズーム，露出調整機能で水中環境変化に対応
・カラーとモノクロでの視認・監視が可能

【水中高度計】
・高精度，リアルタイムで海底との離隔を計測

【音響測位装置（μPAP）】
・トランスポンダによる高精度な3次元位置計測で施工位

置の誘導・精度向上に寄与

可視化システムの開発

可視化システム構成機器

本研究により構築した可視化システムは表で示された機器から構成される。
設計条件は水深300m対応とし、海洋環境下での運用を可能とした。

図．砕石投入装置概略図

表．可視化システム構成機器

機材名称 数量

LED ２

LED電源耐圧容器 １

モーションセンサー １

高度計 １

水中カメラ １

コントロールユニット １

操作器 １

トランスケース １

モニター １

図．可視化システム構成機器
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【装置挙動】

傾斜計・水中高度計により装置
の姿勢・海底面からの離隔・シャッ
ター板の開閉状況をモニターした。

可視化システムの開発

砕石投入装置の可視化

【位置誘導】

音響測位とGNSSにより吊荷の現
在位置と目標位置との差を可視化し、
クレーン操作による高精度な装置誘
導を実現する。

図．施工管理画面（装置挙動）

図．施工管理画面（位置誘導）
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海洋での実証試験

実海域での砕石投入検証

検討・製作した砕石投入装置及び付帯する機器を実海域にて動作・施工の実
証実験を行うことで実施工能力の評価を行った。

実験海域

図．実験海域
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海洋での実証試験

砕石被覆形状の評価【浅海域実験①】

3,4投目の出来形から1,2投目をDP保持
で実施した場合出来形を予測した結果、
目標形状を満たす結果となった。

図．実証結果と1/10模型実験結果の比較(浅海域①)

測定値 目標達成率 測定値 目標達成率

全長 12 12.1 101% 12.5 104%

全幅 4 5.6 140% 6.97 174%

高さ（最大） 2.0 222% 1.5 170%

高さ（最小） 1.1 122% 0.97 108%
0.9

項目 目標値[m]
1/10模型実験[m] 実海域実験[m]

表．被覆形状の目標達成率(浅海域①)
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海洋での実証試験

砕石被覆形状の評価【浅海域実験②】

ヒューム管投入では1投で目標被覆厚に到達したが、シャッターセンサーの
不良によって投入位置が動き形状が広がっている。改善後は模型実験同等の精
度が期待される。

図．測量結果（浅海域②）
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海洋での実証試験

目標座標到達・砕石投入時の定点保持機能評価【大水深実験】

空荷・満載の状態で約0.5～2.0 knotの流速で合計6ケース実施した。
全ケースで目標座標への誘導と位置保持ができ、以下も確認できた。

• 施工管理システムにより定点保持と誘導性能を確認
• 海底面から約5mの位置で水中カメラにより海底をはっきり視認できた

図．可視化システムによる座標誘導
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実証試験を踏まえて

流速約3kt時の作業性の検討

実海域では最大流速が約2knotにとどまったため、疑似流速試験結果と合わ
せて3knot時の挙動を推定した。

実測では、砕石満載・空荷いずれも疑似試験より流され角度が小さく、実海
域の方が流されにくい結果となった。これより、3knot相当でも最大移動量は
約32mで、クレーン（ブーム長46m）で補正可能であり、投入時も目標物に約
10mまで接近できるため、安定した作業が可能と確認された。

図．装置の傾斜角度データによる流速変化時の予測








